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中期経営計画 2027 骨子について 

 

 

当社は、2025 年度を初年度とする次期中期経営計画の公表に先立ち、本日、「中期経営計画 2027 骨子」を

別添のとおり公表いたします。 

なお、次期中期経営計画の詳細は、2025 年 5 月 30 日に公表を予定しています。 

 

以上 
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1. 中期経営計画2027 骨子

3

2027年度ROE8%達成、各種施策を断行

経営指標

ROE 8.0%（2027年度）

将来的に更なる資本効率性の向上、ROE10%を目指す

連結営業利益（2027年度）      

1,200億円

連結純利益（2027年度）  

800億円

利益

配当性向 50%（2025年度以降）

自己株式取得（中計期間累計）  

1,200億円※

株主還元

ネットD/Eレシオ 

1.0倍以内a

a

財務健全性

※2024年度以降の累計1,500億円（公表済1,000億円、追加500億円）



2. ROE目標達成に向けたロードマップ
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700
1,200

570 800

1.1兆円

ROE

営業利益・純利益

自己資本

ネット
D/Eレシオ

2024年度見通
（公表業績予想値）

2027年度計画

5.1% 8.0%

0.7倍 1.0倍以内

事業ポートフォリオ転換開始

■低収益事業の構造改革
■戦略事業・エリアへの成長投資

ROE8%を意識した自己資本のコントロール
■株主還元強化（配当性向引き上げ、自己株式取得）

営業利益
純利益

（億円）

既存事業の収益力強化

■価格転嫁、安定操業、競争力強化、グループ営業体制強化、
高付加価値品シフト



3. 事業戦略：中長期

52027年 2030年 2035年

進化に向けて

サステナブル
パッケージ

機能性
セルロース

CNF複合材

バイオマス
レジスト

準備期（基盤を固める） 推進期（変革を進める） 定着期（成果を確立する）

バイオ
エタノール

さらなる
進化へ

木質バイオマス
 ビジネス※

を中核化

バイオマス
医薬品(ヒト用)

バイオマス
プラスチック

資本効率の

改善に

重点を置いた経営

サステナブル
パッケージ

の拡大

インド・東南アジア
での収益拡大

木質バイオマス
 ビジネス

※

の事業化開始

中期経営計画2027

⚫ 既存事業の収益力強化

⚫ 事業ポートフォリオ転換開始

⚫ 進化に向けた研究開発投資

バックキャストで
取り組み サステナブル

ビジネス
をさらに拡大

持続可能な未来への貢献

※ 木質バイオマスビジネス

 森林に由来するバイオマス(土壌微生物を含む)から、生物学・微生物活用

 または化学変換・高分子重合などにより、様々な高付加価値製品を生み出すこと

バイオマス
医薬品(動物用)



4. 事業戦略：2025-2027年度
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既存事業の収益力を強化し、資本効率の改善に重点を置いた経営で、将来の進化に向けた強固な収益基盤を構築

2027年度 目標

進化に向けた研究開発投資

◆ 木質バイオマス企業となるための研究開発投資も積極的に実施

◆ 低収益事業：構造改革（オセアニア段原紙事業撤退）

◆ 有望事業：成長投資として経営資本を集中投下

⚫ 戦略事業 / エリア

事業ポートフォリオ転換開始既存事業の収益力強化

◆ 24年度に落ち込んだ利益率の立て直し

（Pan Pac被災等の外的トラブル影響を含む）

◆ 低成長事業：キャッシュフロー経営の徹底

⚫ 具体的な取組

バリア紙等

サステナブルパッケージ

高い経済成長を見込む

インド・東南アジア

パルプ→機能性セルロース等

川下ビジネス一体化

ROE：8.0%

営業利益：1,200億円

当期純利益：800億円

グループ営業
体制強化

高付加価値品
へのシフト

着実な

価格転嫁
競争力強化
安定操業

糖液・
バイオエタノール

バイオマス医薬品

最先端半導体向け

バイオマスレジスト

CNF複合材

資本コストを意識した
ハードルレートを適用し、
投資管理を厳格化

：資金の流れ



キャッシュイン キャッシュアウト

営業CF

資産スリム化

借入増 研究開発投資

成長投資

維持更新投資

自己株取得

配当

5. 財務戦略：キャッシュアロケーション

7

2025-2027年度の
キャッシュアロケーション

ネットD/Eレシオ1.0倍以内を維持
(格付け、金利上昇リスクを勘案)

株式の縮減・賃貸不動産の売却

■政策保有株式売却：450億円
（2024年-2030年総額 850億円売却予定）

■退職給付信託株式売却：300億円
（2024年-2027年総額 440億円売却予定）

■賃貸不動産売却

収益力強化（2027年度ROE8.0%）
安定的にキャッシュフロー創出

■営業CF：5,000億円

研究開発を含む新規事業創出、既
存有望事業拡大のための投資

■研究開発投資：   500億円
■成長投資 ：2,700億円

可能な限り圧縮を検討
■維持更新投資：2,200億円

株主還元強化

■自己株取得 ：1,200億円
（2024-2027年度の累計1,500億円）

■配当性向    ：50%



6. 財務戦略：株主還元

8

‐2025年度より配当性向を50%（従来30%）に
引き上げ

配当

＜配当額・配当性向の推移＞

50％

(円/株)

2024年12月に公表した1,000億円を含め、
2027年度末までに1,500億円の自己株式取得を実施

‐3年間で1,200億円を取得予定

自己株取得
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本資料は、金融商品取引法上のディスクロージャー資料ではなく、その情報の正確性、完全性を保証するもの
ではありません。また、本資料に掲載された将来の予測等は、資料作成時点で入手可能な情報に基づき当社が
判断したものであり、不確定要素を含んでおります。
従いまして、本資料のみに準拠して投資判断されますことをお控えくださいますようお願い致します。
本資料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。
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